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第１ 通則 

社会福祉施設等施設整備費補助金については、予算の範囲内において、社会福祉法

人に対する助成の手続に関する条例（昭和 37 年千葉県条例第 34 号）、千葉県補助金

等交付規則（昭和 32 年千葉県規則第 53 号。以下「規則」という。）及びこの要綱に

基づき交付する。 

 

第２ 社会福祉施設等施設整備費補助金 

（交付目的） 

１ 社会福祉施設等施設整備費補助金（以下第２において「整備費補助金」という。）



 

は、「生活保護法」（昭和 25 年法律第 144 号）、「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律」（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」

という。）等の規定に基づき、社会福祉法人、医療法人、日本赤十字社、公益社団法

人、一般社団法人、公益財団法人、一般財団法人、ＮＰＯ法人又は営利法人等（以下

「社会福祉法人等」という。）が施設整備に要する費用の一部を補助することにより、

施設入所者等の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、中分

類又は小分類の施設をいう。 

区 分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

（１）生活保護法第 38 条

に基づく保護施設 

保護施設 救護施設 

更生施設 

授産施設 

宿所提供施設 

 

（２）社会福祉法（昭和

26 年法律第 45 号）第 2 条

第 2 項第 7 号に基づく授

産施設（（１）による授産

施設を除く。） 

社会事業授産施
設 

  

（３）障害者総合支援法

第 5 条第 1 項に基づく障

害福祉サービス事業（同

条第 6 項に規定する療養

介護、同条第 7 項に規定

する生活介護、同条第 12

項に規定する自立訓練、

同条第 13 項に規定する就

労移行支援若しくは同条

第 14 項に規定する就労継

続支援に限る。）を行う施

設（以下「障害福祉サー

ビス事業所」という。）並

びに同条第 11 項に規定す

る障害者支援施設 

障害福祉サービ
ス事業所 

 

障害者支援施設 

  

（４）障害者総合支援法第 居宅介護事業所   



 

区 分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

5 条第 2 項に規定する居宅

介護、同条第 3 項に規定す

る重度訪問介護、同条第 4

項に規定する同行援護、同

条第 5 項に規定する行動援

護（以下「居宅介護」とい

う。）、同条第 8 項に規定す

る短期入所、同条第 15項

に規定する就労定着支援、

同条第 16項に規定する自

立生活援助、同条第 17 項

に規定する共同生活援助及

び同条第 18 項に規定する

相談支援を行う事業所 

 

重度訪問介護事
業所 
 

同行援護事業所 

 
行動援護事業所 

（以下「居宅介
護事業所」とい
う。） 

 

短期入所事業所 
就労定着支援事
業所 

自立生活援助事
業所 

 

共同生活援助事
業所 

 

相談支援事業所 
 

（５）身体障害者福祉法

（昭和 24 年法律第 283

号）第 5 条第 1 項に基づ

く身体障害者社会参加支援

施設（補装具製作施設、盲

導犬訓練施設及び視聴覚障

害者情報提供施設に限

る。） 

身体障害者社会
参加支援施設 

補装具製作施設 

 
盲導犬訓練施設 

 

視聴覚障害者情
報提供施設 

 

 

 
 

 

点字図書館 
 

聴覚障害者情報提
供施設 

（６）障害者総合支援法第

5 条第 28 項に基づく福祉

ホーム 

福祉ホーム   

（７）平成 17 年 10 月 5

日社援発第 1005010 号厚

生労働省社会・援護局長通

知「社会福祉施設等におけ

る応急仮設施設整備の国庫

補助の取扱いについて」に

応急仮設施設   



 

区 分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

基づく応急仮設施設 

（８）社会福祉法第２条第

３項第８号に基づく無料低

額宿泊所 

無料低額宿泊所   

（９）生活保護法第 30 条

に規定する日常生活支援住

居施設 

日常生活支援住
居施設 

 

  

（１０）売春防止法(昭和

31 年法律第 118 号)第 34

条第 5 項に基づく要保護女

子を一時保護する一時保護

所、同法第 36 条に基づく

要保護女子を収容保護する

ための婦人保護施設 

一時保護所 

婦人保護施設 

  

（１１）上記以外の施設で

あって、当該施設について

国が当該施設の設置及び運

営についての基準を定めて

おり、かつ、知事が特に整

備の必要を認めるもの（以

下「その他の施設」とい

う。） 

その他の施設   

 

３ 第２において「施設整備」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をい

う。 

（１）第２の２の表第１号、第２号、第９号及び第１１号に掲げる施設（以下｢保護

施設等｣という。）並びに保護施設等に係る第７号の施設の場合 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創設 新たに施設を整備すること。 



 

整 備 区 分 整 備 内 容 

増築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

増改築 既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとと

もに既存施設の改築整備（一部改築並びに倒壊等の危険性のあ

る障害者施設等の耐震化及び津波対策としての高台への移転を

図るための改築（以下「耐震化等整備」という。）を含む。）を

すること。 

改築 既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改築

及び耐震化等整備を含む。）をすること。 

拡張 既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の延面積の増加

を図る整備をすること。 

大規模修繕等 既存施設について平成17年10月5日社援発第1005006号厚生労働

省社会・援護局長通知「社会福祉施設等施設整備費における大

規模修繕等の取扱いについて」(令和2年6月25日改正)及び平成

28年11月18日社援発1118第3号厚生労働省社会・援護局長通知

「障害者支援施設等における防犯対策等の強化に係る整備につ

いて」(平成31年2月7日改正)により整備をすること。 

スプリンクラー 

設備等整備 

平成 17年 10月 5日社援発第 1005007号厚生労働省社会・援

護局長通知「社会福祉施設等施設整備費におけるスプリンクラ

ー設備等の取扱いについて」（令和 2年 5月 29日改正）により

整備すること。 

老朽民間社会福祉 

施設整備 

社会福祉法人が設置する施設について平成 17 年 10 月 5 日

社援発第 1005005 号厚生労働省社会・援護局長通知「老朽民

間社会福祉施設の整備について」により改築整備をすること。 

応急仮設施設整備 平成 17 年 10 月 5 日社援発第 1005010 号厚生労働省社会・

援護局長通知「社会福祉施設等における応急仮設施設整備の国

庫補助の取扱いについて」により整備をすること。 

 

（２）第２の２の表第３号及び第５号に掲げる施設（以下｢障害福祉サービス事業所

等｣という。）並びに障害福祉サービス事業所等に係る第７号の施設の場合 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創設 新たに施設を整備すること。 

増築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。 



 

整 備 区 分 整 備 内 容 

改築 既存施設の改築整備（一部改築及び耐震化等整備を含む。）

をすること。 

大規模修繕等 既存施設等について平成 17年 10月 5日社援発第 1005006

号厚生労働省社会・援護局長通知「社会福祉施設等施設整備

費における大規模修繕等の取扱いについて」(令和 2年 6月 25

日改正)及び平成 28年 11月 18日社援発 1118第 3号厚生労働

省社会・援護局長通知「障害者支援施設等における防犯対策

等の強化に係る整備について」(平成 31年 2月 7日改正)によ

り整備をすること。 

スプリンクラー 

設備等整備 

平成 17年 10月 5日社援発第 1005007号厚生労働省社会・

援護局長通知「社会福祉施設等施設整備費におけるスプリン

クラー設備等の取扱いについて」（令和 2年 5月 29日改正）

により整備すること。 

老朽民間社会福祉 

施設整備 

社会福祉法人が設置する施設について平成 17 年 10 月 5 日

社援発第 1005005 号厚生労働省社会・援護局長通知「老朽民

間社会福祉施設の整備について」により改築整備をするこ

と。 

応急仮設施設整備 平成 17 年 10 月 5 日社援発第 1005010 号厚生労働省社会・

援護局長通知「社会福祉施設等における応急仮設施設整備の

国庫補助の取扱いについて」により整備をすること。 

避難スペース整備 

（第 5 号に掲げる

施設の整備を除

く。） 

平成 25 年 2 月 26 日障発 0226 第 4 号厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部長通知「社会福祉施設等施設整備費にお

ける在宅障害者向け避難スペース整備の取扱いについて」に

より避難スペース整備をすること。 

 

（３）第２の２の表第４号に掲げる施設並びに同号の施設に係る第７号の施設の場合 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創設 新たに施設を整備すること。 

増築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

改築 既存施設の改築整備（一部改築及び耐震化等整備を含む。）

をすること。 

大規模修繕等 既存施設等について平成 17年 10月 5日社援発第 1005006

号厚生労働省社会・援護局長通知「社会福祉施設等施設整備



 

費における大規模修繕等の取扱いについて」(令和 2年 6月 25

日改正)及び平成 28年 11月 18日社援発 1118第 3号厚生労働

省社会・援護局長通知「障害者支援施設等における防犯対策

等の強化に係る整備について」(平成 31年 2月 7日改正)によ

り整備をすること。 

応急仮設施設整備 平成 17 年 10 月 5 日社援発第 1005010 号厚生労働省社会・

援護局長通知「社会福祉施設等における応急仮設施設整備の

国庫補助の取扱いについて」により整備をすること。 

避難スペース整備 

（居宅介護及び相

談支援を行う事業

所の施設整備を除

く。） 

平成 25年 2月 26日障発 0226第 4号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長通知「社会福祉施設等施設整備費におけ

る在宅障害者向け避難スペース整備の取扱いについて」（平成

29年 6月 22日改正）により避難スペース整備をすること。 

 

 

（４）第２の２の表第６号に掲げる施設の場合 

整 備 区 分 整 備 内 容 

大規模修繕等 

 既存施設について平成 28年 11月 18日社援発 1118第 3号厚

生労働省社会・援護局長通知「障害者支援施設等における防犯

対策等の強化に係る整備について」(平成 31年 2月 7日改正)

により整備をすること。 

スプリンクラー 

設備等整備 

平成 17年 10月 5日社援発第 1005007号厚生労働省社会・援

護局長通知「社会福祉施設等施設整備費におけるスプリンクラ

ー設備等の取扱いについて」（令和 2年 5月 29日改正）により

整備をすること。 

  

 

  （５）第２の２の表第８号に掲げる施設の場合 

整 備 区 分 整 備 内 容 

大規模修繕等 

 既存施設等について平成17年10月5日社援発第1005006号厚生

労働省社会・援護局長通知「社会福祉施設等施設整備費におけ

る大規模修繕等の取扱いについて」(令和2年6月25日改正)及び

令和元年６月27日社援発0520第４号厚生労働省社会・援護局長

通知「無料低額宿泊所における防火安全対策の推進に係る整備

について」により整備をすること。 



 

  （６）第２の２の表第１０号に掲げる施設の場合 

整 備 区 分 整 備 内 容 

創設 新たに施設を整備すること。 

増築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

増改築 既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとと

もに既存施設の改築整備（一部改築及び耐震化等整備を含

む。）をすること。 

改築 既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改築

及び耐震化等整備を含む。）をすること。 

拡張 既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の延面積の増加

を図る整備をすること。 

大規模修繕等 既存施設について平成17年10月5日社援発第1005006号厚生労

働省社会・援護局長通知「社会福祉施設等施設整備費における

大規模修繕等の取扱いについて」(令和2年6月25日改正)により

整備をすること。 

 

耐震化等整備事業のうち、既存施設の耐震補強のために必要

な補強改修工事や当該工事と併せて付帯設備の改造等を行う次

の整備をすること。 

・給排水設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備

等付帯設備の改造工事 

・その他必要と認められる上記に準ずる工事 

スプリンクラー 

設備等整備 

平成 17年 10月 5日社援発第 1005007号厚生労働省社会・援

護局長通知「社会福祉施設等施設整備費におけるスプリンクラ

ー設備等の取扱いについて」（令和 2年 5月 29日改正）により

整備をすること。 

老朽民間社会福祉 

施設整備 

平成 17 年 10 月 5 日社援発第 1005005 号厚生労働省社会・

援護局長通知「老朽民間社会福祉施設の整備について」により

改築整備（一部改築を含む。）をすること。 

防犯対策強化に係

る整備 

平成 28 年 11 月 18 日社援発 1118 第 3 号厚生労働省社会・

援護局長通知「障害者支援施設等における防犯対策等の強化に

係る整備について」により整備をすること。 

 



 

（交付の対象） 

４ 整備費補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

（１）別表１の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄

に定める設置者が設置する施設に係る施設整備事業。 

ただし、次の施設整備事業については交付の対象としないものとする。 

ア 社会福祉法人等が千葉市内に設置する施設の整備事業 

イ 社会福祉法人等が船橋市内及び柏市内に設置する施設の整備事業 

（２）前項の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（社会福祉法

人、医療法人、日本赤十字社、公益社団法人、一般社団法人、公益財団法人、

一般財団法人、ＮＰＯ法人又は営利法人、法人その他の団体にあっては、その

役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役、理事若しくはこれらに準ずる

者、相談役、顧問その他実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団

体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。以下同じ。））が次の各

号のいずれかに該当する者であるときは、当該事業は、補助の対象とならな

い。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

イ 次のいずれかに該当する行為（（イ）又は（ウ）に該当する行為であって、法

令上の義務を履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした

者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を除

く。） 

    （ア） 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目

的で、情を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員

を利用する行為 

    （イ） 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを

知りながら、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品そ

の他財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

    （ウ） 県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契

約の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員で

あることを知りながら、当該契約を締結する行為 

 ウ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 

 

（対象外費用等） 

５ 整備費補助金は、施設整備費において次に掲げる費用については補助の対象とし



 

ないものとする。 

（１）土地の買収又は整地に要する費用 

（２）職員の宿舎に要する費用 

（３）その他施設整備費として適当と認められない費用 

 

（交付額の算定方法） 

６ 整備費補助金の交付額は、次により算出する。 

なお、事業ごとに算出された交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、こ

れを切り捨てるものとする。 

（１）創設、増築、増改築、改築、拡張、老朽民間社会福祉施設整備及び避難スペー

ス整備については、次により算出された額を交付額とする。 

ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表２－１、別表２－２、別表２－３

又は別表２－４の第３欄に定める対象経費の実支出額の合計額と、総事業費か

ら寄付金その他の収入額（社会福祉法人等（営利法人を除く。）の場合は、寄付

金収入額を除く。以下同じ。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定す

る。 

イ 別表１の①欄に定める施設の種類ごとに、別表２－１、別表２－２、別表２－

３又は別表２－４の第１欄に定める種目ごとの第２欄により算出した基準額の

合計額を算出する。 

ウ アにより選定された額に別表１の④欄に定める補助率を乗じて得た額と、イ

により算出した額とを、比較して少ない方の額の施設の種類ごとの額の範囲内

の額を交付額とする。 

エ ただし、保護施設等に地域交流スペースの整備を行うときは、地域交流スペ

ースに係る額を除いてアからウにより算定した交付額に、次の（ア）から

（エ）のうちいずれか少ない額を加えたものを交付額とする。 

（ア）地域交流スペースに係る総事業費から地域交流スペースに係る寄付金その

他の収入額を控除した額 

（イ）地域交流スペースに係る対象経費の実支出額 

（ウ）地域交流スペースに係る基準額 

a 防災拠点型以外の地域交流スペースの場合（bの場合を除く。）２８，３

００千円（初度設備相当を併せて整備する場合は２９，８１０千円） 

b 防災拠点型以外の地域交流スペースの場合で、かつ、耐震化等整備又は

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１

４年法律第９２号）第１２条若しくは日本海溝・千島海溝周辺海溝型地

震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１６年法律第１

２７号）第１１条に基づく津波避難対策緊急事業計画に掲げる整備を行



 

う場合３９，３９０千円（初度設備相当を併せて整備する場合は４０，

９００千円） 

c 防災拠点型地域交流スペースの場合（ｄの場合を除く。）３８，３００

千円（初度設備相当を併せて整備する場合は４２，４００千円） 

d 防災拠点型地域交流スペースの場合で、かつ、耐震化等整備又は南海ト

ラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第１２条若しく

は日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関す

る特別措置法（平成１６年法律第１２７号）第１１条に基づく津波避難

対策緊急事業計画に掲げる整備を行う場合、５４，３６０千円（初度設

備相当を併せて整備する場合は５８，４６０千円） 

（エ）地域交流スペースに係る都道府県又は指定都市若しくは中核市の補助額 

 

（２） （１）以外の事業については、施設ごとに次により算出するものとする。 

ア 別表２－５又は別表２－６及び別表４の第１欄に定める種目ごとに、第２欄

に定める基準額と、第３欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方

の額を選定する。 

イ アにより選定された額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額

とを比較して少ない方の額に、別表１の④欄に定める補助率を乗じて得た額の

合計額の範囲内の額を交付額とする。 

 

（３）次の表の①欄に定める区分ごとに②欄に定める対象施設の種類に掲げる場合に

は、次のとおりとする。 

ア 創設、増築、増改築、改築、拡張、老朽民間社会福祉施設整備及び避難スペ

ース整備の場合 

（１）のウ中「別表１の④欄に定める補助率」とあるのは「（３）の表の③欄に

定める補助率」と読み替えて適用する。 

イ ア以外の施設の場合 

（２）のイ中「別表１の④欄に定める補助率」とあるのは「（３）の表の③欄に

定める補助率」と読み替えて適用する。 

①区分 ②対象施設の種類 ③補助率 

ア 地震防災対策特別措置法（平成 7

年法律第 111 号）第 2 条に規定する

地震防災緊急事業五箇年計画に基づい

て実施される事業のうち、同法別表１

に掲げる社会福祉施設（木造施設の改

・救護施設 

・障害者支援施設（生活介護

又は自立訓練を行うものに

限る。） 

 

５／６ 



 

①区分 ②対象施設の種類 ③補助率 

築として行う場合） 

イ 南海トラフ地震に係る地震防災対

策の推進に関する特別措置法（平成

14 年法律第 92 号）第 12 条第１項に

規定する津波避難対策緊急事業計画に

基づいて実施される事業のうち、同項

第４号に基づき政令で定める施設及び

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に

係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法第１１条第１項に規定する津波

避難対策緊急事業計画に基づいて実施

される事業のうち、同項第４号に基づ

き政令で定める施設を整備する場合 

・婦人相談所一時保護所 

・婦人保護施設 

５／６ 

 

（申請） 

７ 社会福祉法人等が規則第３条の規定により整備費補助金の交付を申請しようとす

るときは、知事が定める期日までに社会福祉施設等施設整備費補助金交付申請書

（別記第１号様式）正副２部を知事に提出しなければならない。 

 

（交付の条件） 

８ 整備費補助金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業に要する経費の配分を変更する場合には、速やかに知事の承認を受けなけ

ればならない。 

（２）事業の内容のうち、次のものを変更するときは、速やかに知事の承認を受けな

ければならない。 

ア 建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除

く。） 

イ 建物等の用途 

ウ 入所定員又は利用定員 

（３）事業を中止し、又は廃止するときは、速やかに知事の承認を受けなければなら

ない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合は、

速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があったときは、その収入



 

の全部又は一部を県に納入させることがある。 

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後におい

ても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ら

なければならない。 

（７）事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額０円の場合を含

む。）は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（別記第８号様式）に

より速やかに、遅くとも事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに知

事に報告しなければならない。 

なお、社会福祉法人等が全国的に事業を展開する組織の一支部又は一支社及び

一支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部又は本社及

び本所等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割

合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、知事に報告があった結果、補助金に係る仕入控除税額があることが確定

した場合には、当該仕入控除税額を県に納付しなければならない。 

（８）事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金

提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除

く。 

（９）事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において

も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾しては

ならない。 

（１０）事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど県が

行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

（１１）この補助金と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等寄付金配分金並び

に公益財団法人ＪＫＡ若しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付を受けては

ならない。 

（１２）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業によ

り取得し、又は効用の増加した価格が 30 万円以上の機械、器具及びその他の財

産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

30 年政令第 255 号）第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定め

る期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄してはな

らない。 

   なお、知事の承認を受けて財産を処分することにより、収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（１３）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ



 

いて証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事

業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度

の終了後５年間保管しなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用

が増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し、又は効用の増加した価

格が単価３０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財

産処分が完了する日、又は適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚

生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかな

ければならない。 

 (１４)（１）から（１３）により付した条件に違反したときは、この補助金等の全部

又は一部を取り消すことがある。 

 

（承認申請） 

９ ８の規定により、承認又は指示を受けようとするときは、内容及び理由を記載し

た書面を知事に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

10 社会福祉法人等が工事を着手したときは、社会福祉施設等施設整備費補助金によ

る施設工事着工報告書（別記第６号様式）により工事を着工した日から１週間以内

に、また、工事進捗状況については、社会福祉施設等施設整備費補助金による施設

の工事進捗状況報告（別記第７号様式）により、毎年度 12 月末現在の状況を翌月

の 10 日までに各１部を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

11 社会福祉法人等が規則第 12 条の規定により実績報告をしようとするときは、事

業の完了の日から起算して１か月を経過した日又は当該年度の３月 31 日のいずれ

か早い日までに社会福祉施設等施設整備費補助金実績報告書（別記第２号様式）正

副２部を知事に提出しなければならない。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、社会福祉施設等施設整備費補助金年度終了

報告書（別記第３号様式）をこの補助金等の交付決定に係る県の会計年度の翌年度

の４月 15 日までに１部を知事に提出しなければならない。 

 

（交付の請求） 

12 社会福祉法人等が規則第 15 条の規定により整備費補助金の交付を請求しようと

するときは、社会福祉施設等施設整備費補助金交付請求書（別記第４号様式）１部

を知事に提出しなければならない。 

 



 

（概算払の請求） 

13 社会福祉法人等が規則第 16 条の規定により整備費補助金の概算払を受けようと

するときは、社会福祉施設等施設整備費補助金概算払請求書（別記第５号様式）１

部を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

14 知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補

助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について返還するこ

とを命ずる。 

 

（その他） 

15 特別の事情により 6、7 、10 及び 11 に定める算定方法及び手続によることがで

きない場合には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるものとす

る。 

 

（暴力団密接関係者） 

 16 規則第１７条第１項第３号の知事が定める者は、第２の４（２）イ又はウに該当

する者（補助事業を行う者が法人その他団体である場合にあっては、その役員等が

同項各号のいずれかに該当する者である法人その他団体）とする。 

 

 

附則 

この要綱は、平成 18 年 2 月 28 日から施行し、平成 17 年 4 月 1 日から適用する。 

なお、社会福祉施設等施設整備及び設備整備費補助（負担）金交付要綱（平成 4 年

3 月 1 日付け厚第 816 号）は廃止する。 

ただし、平成 16 年度からの継続事業については、従前の例による。 

附則 

この要綱は、平成 19 年 3 月 1 日から施行し、平成 18 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

この要綱は、平成 20 年 1 月 15 日から施行し、平成 19 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

この要綱は、平成 20 年 11 月 20 日から施行し、平成 20 年 4 月 1 日から適用す

る。 

附則 

この要綱は、平成 21 年 12 月 9 日から施行し、平成 21 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 



 

この要綱は、平成 22 年 6 月 4 日から施行し、平成 22 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

この要綱は、平成 23 年 9 月 8 日から施行し、平成 23 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

この要綱は、平成 24 年 9 月 20 日から施行し、平成 24 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

この要綱は、平成 25 年 8 月 7 日から施行し、平成 25 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

この要綱は、平成 27 年 1 月 21 日から施行し、平成 26 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

この要綱は、平成 27 年 11 月 27 日から施行し、平成 27 年 4 月 1 日から適用す

る。 

附則 

この要綱は、平成 28 年 9 月 30 日から施行し、平成 28 年 4 月 1 日から適用す

る。 

附則 

この要綱は、平成 29 年 1 月 31 日から施行し、平成 28 年 10 月 11 日から適用す

る。 

附則 

  この要綱は、平成 29 年 9 月 22 日から施行し、平成 29 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、平成 30 年 7 月 23 日から施行し、平成 30 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、平成 31 年 3 月 13 日から施行し、平成 31 年 2 月 7 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、令和元年 12 月 27 日から施行し、平成 31 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、令和 2 年 12 月 18 日から施行し、令和 2 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、令和 3 年 9 月 17 日から施行し、令和 3 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、令和 4 年 9 月 22 日から施行し、令和 4 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、令和 4 年 10 月 26 日から施行し、令和 4 年 4 月 1 日から適用する。 

附則 

  この要綱は、令和 6 年 2 月 16 日から施行し、令和 5 年 4 月 1 日から適用する。 


